


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































このように法益を国家機能としての司法 (die Rechtspflege als staat-
liche Funktion) として理解するのはドイツにおいても通説である。
	
	28. Aufl., 153, Rn 2 ; Wilhelm Gallas, Zum Be-






















革については特に Vgl. Thomas Vormbaum, Eid, Meineid und Falsch-





























Strafprozessrecht, 7. Aufl., S. 478.)。たとえば，ドイツ刑法154条
偽証罪の規範的解釈について 61
(Meineid) は，“wer . . . falsch “（偽りの宣誓をした者は）と定
めており，虚偽宣誓罪とも読むこともできる。しかし，その中心的内容
は虚偽供述であると理解するのが通説である。このことは，虚偽の非宣




a. a. O. (Anm.1), 154, Rn1 ; Hans Welzel, Das Deutsche
Strafrecht, 14. Aufl., 1969, S. 528.
(15) 高橋則夫『刑法各論』(成文堂，平成23・2011年）635頁など。明確に
団藤説を批判して，本説を採るものに，青木清相「偽証および証拠湮滅」

























































	Aussagepflicht und Aussagedelikt, 1961, S. 217.
十河太朗「偽証罪の保護法益と危険概念」現代刑事法 No. 54 (平成15・
2003年）12頁。
(31) 	a. a. O. (Anm. 27), S. 361.
(32) 



















































が移るだけで問題は解決しない。 Joecks /Miebach /H. E.MK,



























































	Heine, a. a. O. (Anm. 1) vor 25, Rn 62 f ; Claus Roxin, 

	
und Tatherrschaft, 7. Aufl., 1999, S. 335 f.)を観念することも困難で
(桃山法学 第22号 ’13)66
ある。それゆえ，偽証行為者に正犯性を認めないことはできず，間接正
犯はいかなる間接正犯理解に立ったとしても成立しえないと思われる
（ただし，大谷・前掲注（13）590頁は間接正犯は成立しうるという)。
これに対して，共同正犯は とりわけ当事者ないし裁判官が共犯関係
にある場合などには 偽証行為者に正犯性があることを前提にして，
十分に成立しうると考えらえる。
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